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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成 20年 3月25開催の取締役会において、平成 20年 4月23日開催予定の第

９期定時株主総会に下記のとおり定款の一部変更について付議することを決議いたしまし

たので、お知らせいたします。 

 

                   記 

  
１．変更の理由 

   （１） 事業の拡大に伴い、現行定款第 2条（目的）におきまして、事業目的の追加変
更を行うものであります。 

（２） 当社は当事業年度中に資本金が 5億円を超えましたので、会社法第 328条第 1
項の規定により会計監査人の設置会社となります。これに対応する所要の変更

を行うものであります。 
 (３)  当社は連結計算書類作成会社となるため、現行定款第 14条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提供）につき所要の変更を行うものでありま

す。 
（４） 取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を

構築するため、取締役の任期を２年から１年に短縮することとし、現行定款第

20条につき、所要の変更を行うものであります。 
（５） 会計監査人が期待された役割を十分に発揮できるように、会社法第 426条及び

第 427条の定める責任免除制度に基づき、定款変更案第 44条（会計監査人の
責任免除）の規定を新設するものであります。 

（６） 上記に伴い、条数の繰り下げを行うものであります。  
   
２．変更の内容 
 
    変更の内容は別紙のとおりであります。 
 
3. 日程 
    定款変更のための株主総会開催日  平成２０年４月２３日（予定） 
     定款変更の効力発生日       平成２０年４月２３日（予定） 
  
 
 
 



 
 
【別  紙】 

 
 

（変更する条文のみ記載。下線部は変更部分）  
現 行 定 款 変  更  案 
第１章  総  則 

 
第 １ 条    （省  略） 

 
（目 的） 
第 ２ 条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 
１．通信販売業務 
２．コンピュータ並びにその周辺機器、電子部品の輸

出入及び販売 
 
３．家庭用電気製品、医療用機器、建設機械、ミシン

並びにその部品の輸出入及び販売 
４．コンピュータプログラムの開発、輸出入及び販売 
５．家庭用、業務用ゲーム専用機器、ゲームソフトウ

ェア並びに遊技場で提供する景品の輸出入及び

販売 
６．電子出版物の企画、編集、制作及び販売 

（新  設） 
７．合成ゴム、合成樹脂、化学工業薬品、印刷用イン

キ等の輸出入及び販売 
８．衣料品、衣料雑貨品及び一般日用品雑貨の輸出入

及び販売 
９．魚介類、肉、野菜等副食材料、並びに軽飲食物の

輸出入及び販売 
１０．食品原材料等の輸出入及び販売 
１１．情報処理システムの企画、設計、販売及び保守管

理業務 
１２．インターネットを利用した通信ネットワークの企

画、設計及び運用業務 
１３．古物の売買 
１４．マーケティングリサーチ業務 
１５．前各号に関するコンサルティング業務 
１６．経営コンサルティング業務 
１７．前各号に附帯する一切の業務 

 
第 ３ 条    （省  略） 

 
（機 関） 
第 ４ 条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。 
（１）取締役会 
（２）監査役 
（３）監査役会 

         （新  設） 
 
 
第 ５ 条   
         （省  略）  
第１３条  

 
 
 
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし

提供） 
第１４条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

第１章  総  則 
 
第 １ 条   （現行のとおり） 

 
（目 的） 
第 ２ 条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 
１．通信販売業務 
２．コンピュータ並びにその周辺機器、電子部品の輸

出入及び販売 
 
３．家庭用電気製品、医療用機器、建設機械、ミシン

並びにその部品の輸出入及び販売 
４．コンピュータプログラムの開発、輸出入及び販売 
５．家庭用、業務用ゲーム専用機器、ゲームソフトウ

ェア並びに遊技場で提供する景品の輸出入及び

販売 
６．電子出版物の企画、編集、制作及び販売 
７．広告代理業 
８．合成ゴム、合成樹脂、化学工業薬品、印刷用イン

キ等の輸出入及び販売 
９．衣料品、衣料雑貨品及び一般日用品雑貨の輸出入

及び販売 
１０．魚介類、肉、野菜等副食材料、並びに軽飲食物の

輸出入及び販売 
１１．食品原材料等の輸出入及び販売 
１２．情報処理システムの企画、設計、販売及び保守管

理業務 
１３．インターネットを利用した通信ネットワークの企

画、設計及び運用業務 
１４．古物の売買 
１５．マーケティングリサーチ業務 
１６．前各号に関するコンサルティング業務 
１７．経営コンサルティング業務 
１８．その他事業全般 

 
第 ３ 条   （現行のとおり） 

 
（機 関） 
第 ４ 条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。 
（１）取締役会 
（２）監査役 
（３）監査役会 
（４）会計監査人 

 
 
第 ５ 条   
       （現行のとおり）  
第１３条  

 
 
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし

提供） 
第１４条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

〜 

〜 



参考書類、事業報告及び計算書類に記載又は

表示すべき事項に係る情報を、法務省令に定

めるところに従いインターネットを利用す

る方法で開示することにより、株主に対して

提供したものとみなすことができる。 
 
第１５条   
        （省  略）  
第１９条  
 
（取締役の任期） 
弟２０条 取締役の任期は、選任後 2年以内に終了 
     する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。 
（２）増員により、又は補欠として選任された取締

役の任期は、他の在任取締役の任期の満了す

べき時までとする。 
 
（代表取締役及び役付取締役） 
第２１条 取締役会の決議により代表取締役たる社長１

名を選任するほか、役付取締役として、取締役

副社長、専務取締役、常務取締役を若干名選定

することができる。 
 
 
第２２条   
        （省  略）  
第４０条 
 
 
              （新  設） 
 
 
 
               （新  設） 
 
 
 
 
 
 
              

  （新  設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
               （新  設） 
 
 
        （新  設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考書類、事業報告、及び計算書類及び連結

計算書類に記載又は表示すべき事項に係る

情報を、法務省令に定めるところに従いイン

ターネットを利用する方法で開示すること

により、株主に対して提供したものとみなす
ことができる。 

 
第１５条   
       （現行のとおり）  
第１９条  
 
（取締役の任期） 
弟２０条 取締役の任期は、選任後 1年以内に終了 
     する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。 
（削  除） 

 
 
 
（代表取締役及び役付取締役） 
第２１条 取締役会の決議により代表取締役たる社長１

名を選任するほか、役付取締役として、取締役

会長、取締役副社長、専務取締役、常務取締役

を若干名選定することができる。 
 
第２２条   
        （省  略）  
第４０条 
 

第６章  会計監査人 
 

 
（選任方法） 
第４１条 会計監査人は、株主総会において選任する｡ 
（２）会計監査人の選任決議は、出席した株主の議

決権の過半数をもって行う｡ 

 
（任 期） 
第４２条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。 
（２） 会計監査人は前項の定時株主総会において

別段の決議がされなかったときは、当該定時

株主総会において再任されたものとみなす。 
 
               （報酬等） 
第４３条 会計監査人の報酬等は、取締役が監査役会の

同意を得て定める。 
 
（会計監査人の責任免除） 
第４４条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる会計監査人

（会計監査人であった者を含む。）の損害賠

償責任を、法令の限度において、取締役会の
決議によって免除することができる。 

（２）当会社は、会社法第４２７条第１項の規定に

より、会計監査人との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に基

づく責任の限度額は、法令が規定する額とす
る。 

 

〜 

〜 

〜 〜 



 
 

第６章  計  算 
 
（事業年度） 
第 ４ １ 条      （省  略） 

 
（期末配当金） 
第 ４ ２ 条      （省  略） 

 
（中間配当金） 
第 ４ ３ 条      （省  略） 

 
（配当金の除斥期間） 
第 ４４条      （省  略） 

 
第７章  計  算 

 
（事業年度） 
第 ４ ５ 条         （現行のとおり） 

 
（期末配当金） 
第 ４ ６ 条      （現行のとおり） 

 
（中間配当金） 
第 ４ ７ 条      （現行のとおり） 

 
（配当金の除斥期間） 
第４８条      （現行のとおり） 

 

 


